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自立を支援する宿泊施設である。その後、2002 年にホームレス自立支援法（以下、特措法） i 
が施行されるに伴い、特措法の趣旨に則った中核的な支援施設として位置づけられた。
さらに、2015 年 4 月に生活困窮者自立支援法（以下、困窮法）が施行され、困窮法第 2 条


















































この実施要綱の第 10 条 3 項 6 号には、福祉事務所がセンターの利用承諾を行う条件として
「既に自立支援事業を利用したことのある者の利用申込であって、別に定める再利用の要件
に該当しないとき」と記載されている。さらに、「実施要綱」に基づくガイドラインとして





















　そこで、筆者は 2018 年 9 月現在のセンターにおける実際の「再利用の要件」を明らかに
するため都内 3 ヶ所のセンターに再利用の要件について聴き取りを実施した。
　その結果、いずれのセンターからも原則として「自立支援事業の利用は路上生活者対策




































































　調査主体：センター P（項目の要件整理はセンター P と筆者の共同で実施）
　対象期間：2014 年 4 月 1 日～ 2017 年 3 月 31 日（3 年間）
　調査対象：対象期間中の入退所状況のデータ及び再利用者のケース記録






























　2014 ～ 2016 年度の 3 年間でセンター P は，総計 1,180 名の入所者を受け入れた。この内、
278 名（23.5％）がアパートもしくは住み込み先を確保し退所している。











　その結果、全体の 12.2％である 144 名が該当した。この 144 名を母集団とした場合、就
労自立者は 68 名（47.2％）であり、アパート等への転宅率が高い点が特徴として見られた（住
居確保：58 名、住み込み 7 名、その他 3 名）。一方、非自立は、76 名（52.8％）であり「不明」
を除く退所者は、主に生活保護により支援の継続に結びついている（生保（宿泊所）：13 名、
生保（更生施設）：5 名、生保（他施設）：1 名、不明：40 名）であった。
2． 再利用者は、どのような目的でセンターを利用しているか
　センターの再利用者は、全体の 21.9％である 259 名が該当した。この内訳は、「再利用 1
回目」は 205 名、「再利用 2 回目」は 48 名、既に自立支援事業の「再利用 3 回目」を経験




　表 1 は、調査対象期間中に入所した再利用者 259 名を調査の枠組みで示した 4 類型に分
類した結果である。再利用により就労自立に至った者は 57 名（22.0％）、自立困難者は、
202 名（78.0％）となる。「類型 (1) 前回：就労自立、今回：就労自立」の 25 名は「支援経路①」
による退所、「類型 (2) 前回：就労自立困難、今回：就労自立」の 32 名も、再利用により「支
援経路②」を脱している。



































表 2 及び表 3 からは、「生保（宿泊所）」が「支援経路②」においてセンターを退所した者
に対する主な継続的な支援の場となることが明らかとなった。　　
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　そこで、本項では表 4 に該当する 21 名の内、センターを 10 回以上利用している 4 事例
に注目し、①センター P の初回利用時に把握された生活課題、②再利用時に把握された支
援課題を時系列で整理し、ニーズの変遷を分析する。
【事例①】（年齢：67 歳、センター利用回数（緊急 17 回、自立：3 回））
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【事例②】（年齢：63 歳、センター利用回数（緊急 11 回、自立：1 回））













































































の割合は全体的に低い。さらに、類型 (2) と類型 (3) の傾向を比較すると、支援経路②から
支援経路①への移行よりも支援経路①から支援経路②へ移行する数は約 3 倍程度にのぼる。
さらに、一貫して類型 (4) の占める割合が高いことからも、現状においてセンターの再利用































てあげる 3 ヶ所」として 98 名が回答した場所でもある。
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